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研究の目的
　世界的にも生物多様性が高い東南アジア沿岸域で
は、多種多様な資源が様々な形で利用されています。
また、この地域では、伝統的な社会に暮らす人々が
いる一方で、経済活動のグローバリゼーションに強
く影響されながら生活する人も多くいます。本研究
の目的は、生物多様性を保持しながら、地域住民の
生活向上を図るために、研究者、行政および住民と
の協働作業の中から、生物資源を持続的に利用して
いく上での具体的な問題解決策を検討し、環境と人
間の適切な関係性および新しい資源管理方針を提示
することにあります。

研究の方法　　
　本研究においては、管理する対象を個々の資源か
ら住民が利用している地域生態系に移し、地域住民
の積極的参加が得られるような生態系管理方策を検
討します。自然科学者と人文社会系学者および行政
と住民の参加による野外調査を実施し、資源の利用
状況を把握します。科学的分析によって生態系範囲
を特定し、利用状況から生態系利用に関するステー
クホルダーを把握します。生態系の健全性と持続性
を保証する機能（生態系のケイパビリティー）と、住民の
生活向上に関する機能（地域住民のケイパビリティー）を

評価する新しい手法を確立し、これら2つのケイパ
ビリティーを統合した「沿岸域のエリアケイパビリ
ティー」を提唱します。このエリアケイパビリティー
の向上を生態系利用および管理の基準とすることに
よって、生態系の持続的利用と住民生活の向上の両
立が可能となります。

期待される課題
　生物多様性が高い地域の大部分は、熱帯・亜熱帯
域の途上国に位置しています。これらの地域では、
生物資源の利用に関するデータは不完全であり、ま
た、その生態系と社会性は温帯域とは異なる特徴を
有します。このため、従来のように先進国で採用さ
れている資源管理方策は、熱帯・亜熱帯地域におい
ては必ずしも有効ではありません。本研究は、東南
アジア沿岸域において、生態系と地域社会の特徴を
把握するための新しい手法を開発し、生態系の持続
的利用と住民生活の向上を一元的に取り扱う道筋を
示すものです。生物の多様性と人間の活動の調和と
いう、地球環境問題の中でも最大の課題に関し、研
究が遅れている熱帯・亜熱帯地域における取組のモ
デルを構築することで、その地球環境問題の解決に
資することができます。

東南アジアの沿岸域を対象に、生態系サービスを如何に評価し、地域社会の特異性を加味しながら住民参加型の管東南アジアの沿岸域を対象に、生態系サービスを如何に評価し、地域社会の特異性を加味しながら住民参加型の管
理方策を実施するかという課題に対して、エリアケイパビリティーの概念を創出・利用することで、生態系の持続的理方策を実施するかという課題に対して、エリアケイパビリティーの概念を創出・利用することで、生態系の持続的
利用と住民生活の向上を一元的に取り扱う道筋を示すことを目標としています。利用と住民生活の向上を一元的に取り扱う道筋を示すことを目標としています。

東南アジア沿岸域における東南アジア沿岸域における
エリアケイパビリティーの向上エリアケイパビリティーの向上

写真１　フィリピン・パナイ島（バタン湾）における
　　　　過剰漁具

写真２　タイ・ラヨーンに導入された定置網

■FS責任者

石川智士　東海大学海洋学部
　　　　　（総合地球環境学研究所客員准教授）

■コアメンバー

岡本純一郎　北海道大学大学院水産科学研究院
黒倉　寿　東京大学大学院農学生命科学研究科

佐野光彦　東京大学大学院農学生命科学研究科
池本幸生　東京大学東洋文化研究所
西田　睦　東京大学海洋研究所
有元貴文　東京海洋大学海洋科学部
馬場　治　東京海洋大学海洋科学部
山田吉彦　東海大学海洋学部
川田牧人　中京大学現代社会学部

河野泰之　京都大学東南アジア研究所
神埼　護　京都大学大学院農学研究科
松田　治　広島大学
高橋　洋　下関水産大学校
松岡達郎　鹿児島大学水産学部
本村浩之　鹿児島大学総合研究博物館



51

FS
2010

FS

研究の目的
　地域社会による森林のエコシステムサービスの劣
化抑止策として、１）地域社会・住民による森林資
源管理システム（住民参加導型）と、２）地方行政の一
環としての土地利用管理システムの“機能的運用”（行
政主導型）の２つのシナリオを想定します。その上で、
それぞれのアプローチから最も良質のエコシステム
サービスを得るためには地域社会においてどのよう
な条件設定が必要なのか、また両システムの補完性
がどの程度あり得るのかを明らかにします。

研究の方法
　調査地をマレーシアの半島部（ネグリセンビラン州）
とボルネオ島のサバ州またはサラワク州に設定し、
以下を調査します。
森林劣化、森林減少の時空間的変遷とその背景分析

→調査対象地の土地利用、森林面積の変化（森林の定
義を変えてみる）を分析します。

→森林劣化に始まり森林面積の実質的減少へと変化
していった場所の変遷過程、劣化率、それらの背
景について分析を行います。

→変遷データに基づきエコシステムサービスの変化
の定量化および、将来予測を試みます。

地域住民のエコシステムサービスの変遷と
ソフトランディングのための
インセンティブメカニズムに対する意識調査

→エコシステムサービスの劣化予測に対する地域住
民の反応を調査します。

→潜在的、伝統的な掟やインセンティブ（報酬制度）
とグローバルスケールでのインセンティブ導入
（カーボンオフセットや劣化抑止策）がどのように地域
社会で許容され今後利用されうるのか可能性に
ついて調査します。

期待される成果
●地域社会の中で合意形成へ向けた自然科学と社会
学との新たな融合領域として、ソフトランディン
グのための資源利用科学へと発展することが期待
できます。

●今後資源の効率的利用や劣化の点からも、地域住
民、社会による資源管理の重要性が増してきます。
自然資源を持続的かつ調和的に利用するための社
会規範や秩序づくりへむけた新たな研究分野（課
題）の展開へ繋げることが出来ます。

●本研究課題の実施で、地域社会による自律的な森
林資源管理プログラムの雛形（パイロットプログラ
ム）を作ることが出来ます。それらをたたき台にし
て、合意形成型の環境管理手法の開発へと発展で
きます。

生態系サービスをより長期的に利用するための新たな研究領域（ソフトランディングのための資源利用科学）を開拓生態系サービスをより長期的に利用するための新たな研究領域（ソフトランディングのための資源利用科学）を開拓
することを念頭におき、地域社会による自然資源管理システム（ローカルガバナンス）が森林の生態系サービスを保全・することを念頭におき、地域社会による自然資源管理システム（ローカルガバナンス）が森林の生態系サービスを保全・
持続利用する上でどのように有効に機能するかを明らかにすることを究極的な目標とします。FＳ課題では東南アジ持続利用する上でどのように有効に機能するかを明らかにすることを究極的な目標とします。FＳ課題では東南アジ
アの熱帯地域を対象に、森林の減少・劣化を抑止し、森林の生態系サービスを十分引きだすためにはどのようなインアの熱帯地域を対象に、森林の減少・劣化を抑止し、森林の生態系サービスを十分引きだすためにはどのようなイン
センティブ（動機付け活動）が有効か、また、それぞれの地域社会でのインセンティブメカニズムの受け入れ態勢の状センティブ（動機付け活動）が有効か、また、それぞれの地域社会でのインセンティブメカニズムの受け入れ態勢の状
況について調査を行います。況について調査を行います。

ソフトランディングのための生態系サービスソフトランディングのための生態系サービス
の最適化と持続的利用に関する予備的研究の最適化と持続的利用に関する予備的研究

図　研究全体の流れ図
FS: Feasibility study, PR: Pre-Research

■FS責任者

奥田敏統　広島大学大学院総合科学研究科
■コアメンバー

山田俊弘　広島大学大学院総合科学研究科
井上　真　東京大学大学院農学生命科学研究科

酒井章子　総合地球環境学研究所

生態系サービス
定量化、マップ化

２ 生態系サービスの変化に対す
    る地域社会の反応、対応分析

３ インセンティブメカニズムの
　 受け入れ体制の分析

炭素貯留 多様性保全 土壌保全

劣化予測

修復、劣化抑予測、
Effort 分析

インセンティブ
受入体制分析

研究フロー

PR

FS

インセンティブ
メカニズム

１  生態系サービスの現状、
     トレンド分析、予測

４ ガバナンスよる生態系サービス
    劣化抑止の効果
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研究の目的
　この研究の目的は、アジア各国で広がりつつある
化学的・物理的・生物的な諸側面にまたがる生態リ
スクの実態とその影響、とりわけ人々の食生活や人
体の健康面に及ぼす影響を明らかにすることです。
とくに、①内水面（河川・湖沼）の魚類に蓄積されてい
る重金属汚染の実態と健康リスクへの影響、②長期
にわたる周辺農地への化学資材の多投入とその生態
系・地力への影響、③土地改変による水循環の変化
と水質汚染への影響という、３つの主要テーマにつ
いて日本・フィリピン合同の調査チームによって、
学際的な調査研究を実施します。

研究の方法
　調査対象として、人口圧が高く、急速な都市化や
土地改変によって生態系の劣化が著しいフィリピ
ン・ルソン島南部のラグナ湖（Laguna de Bay）周辺地
域をとりあげます。実態調査は、①環境リスク分析
班、②健康影響評価班、③生態系劣化評価班、④社
会経済評価班という４チームによって行います。ま
ず、重金属および有機質汚染について、主なリスク
の発生源と汚染物質の特定化、汚染ルートの解明を
行います。また、健康影響については、地域住民の
栄養・健康・疾病の状態について多数の面接調査を
行います。これらの現地調査においては、フィリピ

ン大学医学部、同農学部、ラグナ湖開発公社等と連
携協力して、地域住民参加型の調査とモニタリング
を試みつつ、その有効性についても検証します。

期待される課題
　第１に、生態系サービスの変化を量的に把握する
ことによって、私たちの食卓がいかに身近な生態環
境に支えられているのかを明らかにします。また、
食品安全、健康という日常的な課題が、いかに上流
域の環境あるいは生態系と深くつながっているのか
について科学的に解明します。
　第２に、生態環境の定点観測を地域住民の協力の
もとで実施します。農業・漁業者自らの観察によっ
て「住民参加型モニタリング・システム」を構築する
とともに、発展途上国においてこうした取り組みが
どの程度有効であるのかについて検証します。なお、
ラグナ湖周辺地域では、2000年代前半に国連
（UNESCO）によってラグナ湖を対象に生態系サブグ
ローバル評価（SGA）が実施されましたが、近年の急
激な開発と生態系劣化の影響を調査分析することに
よって、このSGAの有効性についても検証します。

近年、アジア農業・漁業の現場で生態系の破壊、水質汚染、洪水の多発などさまざまな異変が起きています。この研近年、アジア農業・漁業の現場で生態系の破壊、水質汚染、洪水の多発などさまざまな異変が起きています。この研
究では、その過程で生じているさまざまな「食と健康のリスク」に注目します。そこでフィリピンを対象に実態調査を究では、その過程で生じているさまざまな「食と健康のリスク」に注目します。そこでフィリピンを対象に実態調査を
実施して、食料供給と人の健康に関わる生態リスク拡大のメカニズムを解明するとともに、流域を単位とする総合実施して、食料供給と人の健康に関わる生態リスク拡大のメカニズムを解明するとともに、流域を単位とする総合
的なリスク管理の方向性を提示します。的なリスク管理の方向性を提示します。

東南アジアにおける持続可能な食料供給と東南アジアにおける持続可能な食料供給と
健康リスク管理の流域設計健康リスク管理の流域設計

■FS責任者

嘉田 良平　横浜国立大学環境情報研究院
　　　　　　（総合地球環境学研究所客員教授）

■コアメンバー

湯本 貴和　総合地球環境学研究所
松田 裕之　横浜国立大学環境情報研究院
益永 茂樹　横浜国立大学環境情報研究院
金子 信博　横浜国立大学環境情報研究院

水嶋春朔　　横浜市立大学医学研究科
J. Galvez Tan フィリピン大学医学部
B. Ranola　フィリピン大学農学部
A.C. Santos-Borja　ラグナ湖開発公社研究部

図　ラグナ湖周辺で拡大する生態リスク（フィリピン）
ラグナ湖（内水面）および沿岸域では、都市化の進展と土地改変によって、
魚介類の汚染、漁獲量の減少、生態系の劣化などが危惧されています
Source: http://en.wikipedia.org/wiki/Laguna_de_Bay

ラグナ湖周辺に乱開発の波が押し寄せ、「自然の恵み」にもさまざまな異
変が生じています。この研究では、重金属その他の汚染とその影響につ
いて解明します (2009 年 11月）
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研究の目的と方法
　サハラ以南アフリカ半乾燥地は、農耕民や牧畜民
が貧困問題や資源環境の劣化にさらされています。
わが国を含む砂漠化対処条約（1994）の批准国には、
これらの問題の解決のための学術研究と社会実践の
両面での実効ある貢献が長らく求められてきまし
た。砂漠化対処は地球的課題ではありますが、その
取り組みには、むしろ等身大スケールでの丁寧な
フィールドワークを基調とする研究が必要とされま
す。本研究では、西アフリカのニジェール国および
ブルキナファソ国のサヘル地域を対象とし、A～C
に掲げる目的に沿って小課題を設定します。なお、
小課題に付した●印は予備研究（FS）期間の重点項目、
●印はそれ以降の展開を見据えた項目です。

A. 人々の暮らしや生業の実態、肥沃度メカニズムなど
地域特性への理解を深める

A-1 ●人々の日常的な暮らしと生業活動の把握 
A-2 ●小規模な副生業の実態と生計維持への意義 
A-3 ●建築技法や居住環境の民族間比較 
A-4 ●資源生態基盤としての土壌の肥沃度メカニズ

ムと人為 -土壌応答の解明

B. 農耕限界地域での複数民族による生業動態と
生存戦略を明らかにする

B-1 ●複数の民族にとっての「危機の年」と対処行動
B-2 ●生存戦略としての「出稼ぎ」の意義付け
B-3 ●農耕民と牧畜民の生業活動の季節動態と交錯

状況の解明

C. 砂漠化対処と地域開発への実効ある
支援アプローチを構築する

C-1 ●地域住民と外部者の砂漠化認識の乖離の確認
C-2 ●外部者導入技術の環境適合性の評価
C-3 ●「耕地内休閑システム」を事例とする導入技術

の｢在来化 ｣プロセスの考察
C-4 ●砂漠化対処をめぐる地域支援アプローチの構築

期待される課題
　前述した小課題に取り組みながら、これまで取り
上げられる機会が少なかった出稼ぎ、複数民族によ
る生業の交錯状況、小規模な副生業が生計維持やリ
スク対処に与える役割と意義、知識や技術の在来伝
播チャンネルの仕組み、砂漠化や「危機」への対処性
（レジリアンス）に注目しつつ、これらへの学術的理解
を深めます。また、私たち研究者や開発援助専門家
の地域理解や技術観への内省的な考察あるいは再考
を通じて、砂漠化地域における外部者関与のあり方
を考えます。

サハラ以南アフリカ半乾燥地は、砂漠化の最前線として知られています。また、そこは牧畜民や農耕民が様々な暮らサハラ以南アフリカ半乾燥地は、砂漠化の最前線として知られています。また、そこは牧畜民や農耕民が様々な暮ら
しや生業を営む場でもあります。本研究では、西アフリカ内陸部半乾燥地を対象地域として、社会・生態環境の特性しや生業を営む場でもあります。本研究では、西アフリカ内陸部半乾燥地を対象地域として、社会・生態環境の特性
や複数民族の生存戦略とその変容、在来技術や外部導入技術の妥当性などへの理解を深め、実効ある砂漠化対処技術や複数民族の生存戦略とその変容、在来技術や外部導入技術の妥当性などへの理解を深め、実効ある砂漠化対処技術
や地域開発支援アプローチの提案をめざしますや地域開発支援アプローチの提案をめざします

サハラ以南アフリカ砂漠化地域におけるサハラ以南アフリカ砂漠化地域における
生業動態と生存戦略の展望生業動態と生存戦略の展望

■FS責任者

田中　樹　京都大学地球環境学堂
■コアメンバー

真常仁志　京都大学大学院農学研究科
小林広英　京都大学地球環境学堂

中村　洋　地球・人間環境フォーラム
三浦励一　京都大学大学院農学研究科

図　耕地内休閑システム
「何もしない」で耕地内に休閑帯を設けることで風による
侵食を抑制しついでに作物収量を増やす技術です写真　砂嵐による土壌侵食（ニジェール）

5m 30m ～ 60m 5m

1年目雨季

1年目乾季

土壌や有機物の吹き寄せ（何もしない）→養分の蓄積、風食抑制

3年目乾季

3年目雨季

2年目雨季

2年目乾季 作物生育の改善

播種も除草もしない（何もしない）→ 休閑帯の形成
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研究の目的
　中国最大の河川である長江の流域は、現在の中国
の経済成長の中心であり、世界で最も急激な経済成
長と環境変化が生じている地域です。この急激な変
化は、人間と自然のバランスを崩し、様々な環境問
題を引き起こしています。長江流域は、毎年のよう
に洪水が起こる湿潤な地域と思われがちですが、近
年では、各産業の水利用量の増加、植林による蒸発
量の増加などによって、主に都市域を中心に水不足
が生じています。加えて、現在の気候変動に伴う旱
魃頻度と強度の増大、洪水や土砂災害などのリスク
増大が懸念されています。
　本研究の目的は、長江流域における降水の季節性
と地域性、水需要の地域性や今後の変化、陸域生態
系による保水能の時間的空間的分布、現代の社会的
対応の変遷を理解し、実現性のある適正な水の分配
と管理のための社会システムのあり方を示すことで
す。さらに、それらの変化が日本を含む東アジアの
海洋環境や大気環境に与える影響を明らかにするこ
とを目的とします。

研究の方法と期待される成果
　本研究では、水循環という視点から、長江流域に
おける人間と自然の相互作用を調査します。第一に、
現代の中国における経済成長と社会的変化が引き起
こす土地利用および地表被覆の変化、利用可能な水
資源量と水質の変化を、水需要と排水、農業形態、
市民生活などの視点から明らかにします。第二に、
地表被覆の変化に伴う森林、農耕地、河川、湖沼な
どがもつ生態水文機能の変化を評価し、水循環プロ
セスの変化を明らかにします。ともに、詳細な現地
調査を伴うローカルスケールからのアプローチと、

人工衛星データや社会経済統計データを用いたマク
ロスケールからのアプローチをとります。詳細なプ
ロセスに関する情報とその空間的分布および広域動
態に関する情報を融合することによって、長江流域
全体における水循環変化メカニズムを明らかにし、
人間自然結合水文モデルを構築します。
　水土保持、環境保護、退耕還林、生態環境補償な
ど、主に、1978年の改革開放以降の現代における社
会の対応の変遷を踏まえて、実現性のある適正な水
の分配と管理に関する将来シナリオを作成し、数値
モデルを用いて将来投影を行います。これによって、
長江流量および水質の季節性の変化が及ぼす東シナ
海および日本海の海洋動態と生態系への影響を評価
します。同様に、雲生成を直接的に表現可能な高解
像度の数値気象モデルを用いて、豪雨や旱魃などの
極端気象現象への影響、特に、東アジアの梅雨前線
帯の降雨に対する影響を評価します。
　これらの研究によって、長江流域の水問題の緩和
と適応のための提言が可能となり、日本を含む東ア
ジア諸国がとるべき対応を考えるための重要な情報
を提供します。

近年、中国では、急速な経済成長に伴って水不足が生じています。この経済成長は長江沿いに内陸部に拡大し、湿潤近年、中国では、急速な経済成長に伴って水不足が生じています。この経済成長は長江沿いに内陸部に拡大し、湿潤
と思われている長江流域でも水は十分とはいえません。本研究では、水循環に関わる生態系の機能を評価し、水不足と思われている長江流域でも水は十分とはいえません。本研究では、水循環に関わる生態系の機能を評価し、水不足
などの水問題発生のリスクを明らかにするとともに、現代における社会の対応の変遷を踏まえて、長江流域におけなどの水問題発生のリスクを明らかにするとともに、現代における社会の対応の変遷を踏まえて、長江流域におけ
る実現性のある適正な水の分配と管理のための社会システムのあり方を示します。る実現性のある適正な水の分配と管理のための社会システムのあり方を示します。

長江流域の水循環と水問題：急激に変化する長江流域の水循環と水問題：急激に変化する
中国の人間活動と自然の相互作用中国の人間活動と自然の相互作用

■FS責任者 

田中広樹　名古屋大学地球水循環研究センター
　　　　　　（総合地球環境学研究所客員准教授）

■コアメンバー

舘野隆之輔　鹿児島大学農学部
劉　元波　中国科学院南京地理与湖泊研究所
田中賢治　京都大学防災研究所

包　維楷　中国科学院成都生物研究所
檜山哲哉　総合地球環境学研究所
王　輝民　中国科学院地理科学与資源研究所
田中重好　名古屋大学大学院環境学研究科
朱　安新　南京大学社会学系
井村秀文　名古屋大学大学院環境学研究科
大西暁生　名古屋大学大学院環境学研究科
森杉雅史　名城大学都市情報学部

石坂丞二　名古屋大学地球水循環研究センター
内田太郎　土木研究所
古市剛久　東京農工大学環境リーダー育成センター
森本昭彦　名古屋大学地球水循環研究センター
山田広幸　海洋研究開発機構地球環境変動領域
藤波初木　名古屋大学地球水循環研究センター
遠藤伸彦　海洋研究開発機構地球環境変動領域

経済成長・社会変化

水利用・土地利用

陸域生態系水循環

大気環境 海洋環境

地域社会班(G2)

社会経済システム班（G3）
マクロ

ローカル

マクロ ローカル
陸域生態水文班(G1)

大気班(G5) 河川海洋班(G4)

水
問
題
リ
ス
ク

人間活動

自然

図　プロジェクトの
　　研究フレームと班構成
５つの班が役割を分担し、４つの
影響（水色の矢印）のメカニズム
解明にあたります。自然環境の変
化による水問題に関するリスクの
人間活動へのフィードバックは、Ｇ
１を中心に、プロジェクト全体でそ
のメカニズム解明にあたります

http://spring.hyarc.nagoya-u.ac.jp/changjiang/
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大気中のメタンは二酸化炭素に次ぐ温室効果気体であり、温暖化に対する効果は、１キログラムあたりでは二酸化大気中のメタンは二酸化炭素に次ぐ温室効果気体であり、温暖化に対する効果は、１キログラムあたりでは二酸化
炭素の約25倍にもなります。しかしメタンは二酸化炭素と異なり、主として生物活動から発生するために、発生源炭素の約25倍にもなります。しかしメタンは二酸化炭素と異なり、主として生物活動から発生するために、発生源
や挙動はまだよくわかっていません。人間活動からの発生源としては水田と家畜が重要と考えられています。モンや挙動はまだよくわかっていません。人間活動からの発生源としては水田と家畜が重要と考えられています。モン
スーンアジア地域の水田は大きなメタン放出源となっていますが、また同時に作物であるコメはその地域の人々の主スーンアジア地域の水田は大きなメタン放出源となっていますが、また同時に作物であるコメはその地域の人々の主
食であり、生活と密接な関係があります。本研究では、モンスーンアジア地域における稲作と畜産からのメタン発生食であり、生活と密接な関係があります。本研究では、モンスーンアジア地域における稲作と畜産からのメタン発生
量を、衛星観測や現地調査に基づいて推定します。またライフサイクルアセスメント等の手法を活用し、食料を通し量を、衛星観測や現地調査に基づいて推定します。またライフサイクルアセスメント等の手法を活用し、食料を通し
て農業の大気環境負荷を考え、負荷を低減する方策を提案します。て農業の大気環境負荷を考え、負荷を低減する方策を提案します。

モンスーンアジア地域における稲作・畜産モンスーンアジア地域における稲作・畜産
活動の大気環境負荷の研究
────宇宙からの人間活動ウオッチング宇宙からの人間活動ウオッチング

http://www.chikyu.ac.jp/rihn/project/FS-07.html

研究の目的
　本研究では、モンスーンアジア地域における稲作・
畜産等の人間活動に伴って放出されるメタン量を推
定し、大気環境への負荷を評価します。アジアには
世界の９割の水田があり、メタンの大放出源である
ため、その定量的理解は地球温暖化の現状把握にお
いて特に重要です。一方、地球温暖化がすでに進行
している現在、モンスーンアジア地域における降水
量や気温の変動は、主食であるコメの生産量にも影
響があると考えられます。本研究では、気候変動と
人間活動の双方向関係の解明をめざします。研究に
よって得られた結果を踏まえ、環境負荷を低減する
ための農業管理・食料資源循環のあり方を分野横断
的に考察し、地球環境学の構築に貢献することが最
終的な目標です。

研究の方法　　
　研究計画を大きく３つの柱から構成します。以下
これを (I)、(II)、(III)として記述します。
(I)衛星観測データと現地観測によって、水田分布と大気
メタン分布の解析を行います。水田からのメタンフラッ
クスをモンスーンアジア地域一帯にネットワークを展開
して現地で測定し、統計データを活用して水田からのメ
タン放出量を推定します（ボトムアップアプローチ）。同
時に、広範囲にわたって空気採集を行い、メタンの広域
分布とメタンの同位体組成比率を解析し、その起源を特
定します。さらに衛星観測データと大気輸送モデルを
使って、水田からのメタン放出量を推定します（トップ

ダウンアプローチ）。
(II)タイのコンケンにある実験施設において、稲作・畜産
からのメタン放出量を抑制する方策を実地検証します。
それぞれの方策に対し、ライフサイクルアセスメント
等の手法から食料消費あたりの大気環境負荷（等価
CO2換算）を推計し、アジアの食や農に関連する大気環
境負荷の実態を定量的に評価します。また人々の食生
活の変遷について調査し、経年変化を調査します。
(III)ではさらにモンスーンアジア地域一帯において農業と
地域の気象およびその変動との関係についてフィールド
調査を行い、洪水の影響や焼き畑が農業と人々の暮らし
に与えている影響の実態を把握します。

期待される課題
　本研究では、上記のような方法で得られた研究成
果に基づき、モンスーンアジア地域一帯における水
田と畜産活動からのメタン放出量を定量的に推定し
ます。そして、その発生を抑制するための具体的方
策を提言します。しかしこの方策には相反する利害
（中干しをすることでメタン発生が抑制されてもカドミウム

沈着などの別の害が起こるなど）が生じるかもしれませ
ん。あるいは、農家がその方策を受け入れがたい理
由もあるでしょう（経済的負担・労働力不足など）。一方
で、消費者の行動として「低環境負荷」の生産物を好
んで購入する指向があれば、生産者の動機付けにな
ります。本研究では、そのような多岐にわたる効果
を考えつつ、メタン発生を抑制するためにどのよう
な方策がどこまで実行可能であるかを明らかにし、
低炭素社会実現へむけての次世代の農業のあり方を
探ります。

■FS責任者

林田佐智子　奈良女子大学理学部
　　　　　　　（総合地球環境学研究所客員教授）

■コアメンバー

久慈　誠　奈良女子大学理学部
今須良一　東京大学大気海洋研究所
竹内　渉　東京大学生産技術研究所
松本　淳　首都大学都市環境学部
早坂忠裕　東北大学大学院理学研究科
八木一行　農業環境技術研究所
犬伏和之　千葉大学大学院園芸学研究科

永西　修　畜産草地研究所
竹中昭雄　JIRCAS（国際農林水産業研究センター）
青木周司　東北大学大学院理学研究科
松枝秀和　気象研究所地球化学研究部
斉藤雅典　東北大学大学院農学研究科
天野耕二　立命館大学理工学部環境システム工学科
島田幸司　立命館大学経済学部

土壌から発生する温室効
果ガスの計測
クローズドチャンバー法
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研究の目的　　
　地球上には多種多様な植物すなわち「緑」が存在し
ます。緑は人間の生存に必要不可欠なものです。そ
のため「砂漠を緑に」に代表されるように緑は無条件
で善と捉えられがちですが、その「あり方」によって
はそこに住む人々の幸福や地球環境を損なうことも
あります。そこで私たちは、人間の幸福や地球環境
といった視点から「緑のあり方」を評価し判断する指
標が必要であると考えました。本研究は「緑のあり
方」とその意味を問うプロジェクトです。理系と文
系の様々な学問分野から、地球環境を代表する地点
での緑を多面的に調査研究することによって、人の
幸福と地球環境にとって望ましい「緑のあり方」を探
り、それを評価する新たな統一的指標（仮称「人間緑化
指数（HuG指数：Human-Green Index）」）を開発します。そ
して、それによる評価に立脚
してそれぞれの環境ごとの
「緑のあり方」を政策提言とし
て社会に提案します。

研究の方法　　
１）現代の地球における「緑の
あり方」について「測緑測球（緑
を測る）」、「治緑治球（緑を治め
る）」、「活緑活球（緑を活かす）」
の３つの視点から検討します。
亜寒帯半乾燥地、温帯中山間
地、熱帯半乾燥地からそれぞ
れ１箇所ずつ、３つの視点に
対応するフィールドをケース
スタディとして選び、それぞ
れの「緑のあり方」を検討・評
価します。FS期間中は、フィー
ルドの具体的な場所の絞り込
みを行います。
２）「緑のあり方」を統一的に評
価する指数（HuG指数）を開発

します。住民の幸福度、生物の遺伝的多様性、温室
効果ガスを対象としたLCAなど、「緑のあり方」を判
断する上で重要な要素は多く考えられます。それら
のうち何をHuG指数に含むべきか、どのような重
み付けをするかは価値判断を含み、本研究で最も重
要な問題だと考えます。そのため、この点について
時間をかけて十分に議論を深めます。それに基づき、
それぞれの社会や環境の条件下でのHuG指数の最
適化を試み、それぞれの最適の「緑のあり方」を最終
的に政策として提言することをめざします。FS期間
中にはHuG指数のプロトタイプ作製に着手します。

期待される課題
　各ケーススタディの調査研究に基づいてHuG指数
の決定と算出を行い、その分析に基づいて、それぞれ

の望ましい「緑のあり方」につ
いて提言を行います。これら
をモデルケースとして、「測緑
測球」、「治緑治球」、「活緑活球」
に関わる様々なケースの「緑の
あり方」をHuG指数でわかり
やすく指標化することをめざ
します。これにより感覚的な
判断に陥ることなく、望まし
い「緑のあり方」の方策化が可
能となることが期待されます。
最終的には人と地球と緑のあ
るべき関係を政策として提言
することに具体化できると考
えています。

地球上には実に多様な緑があります。緑は人間や地球環境にとって大切なものですが、そのあり方によってはそこに地球上には実に多様な緑があります。緑は人間や地球環境にとって大切なものですが、そのあり方によってはそこに
住む人々の幸福や地球環境を損なうこともあります。本研究では様々な分野から「緑のあり方」を多面的に調査研究し、住む人々の幸福や地球環境を損なうこともあります。本研究では様々な分野から「緑のあり方」を多面的に調査研究し、
「緑のあり方」を評価する新たな統一的指標を開発します。それにより、人の幸福と地球環境にとって望ましい「緑の「緑のあり方」を評価する新たな統一的指標を開発します。それにより、人の幸福と地球環境にとって望ましい「緑の
あり方」を政策提言として社会に提案します。あり方」を政策提言として社会に提案します。

人間と地球と緑のあり方人間と地球と緑のあり方

■FS責任者

福井希一　大阪大学大学院工学研究科
■コアメンバー

土本　卓　東京大学分子細胞生物学研究所
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このような「緑のあり方」は人の幸福と地球環境
にどのような影響を与えるのでしょうか？上か
ら、半乾燥地に植林されたポプラ（内モンゴル・
ウーシン旗）、荒廃した休耕田（日本・奥出雲町）、
アブラヤシのプランテーションと灌漑水田（イン
ドネシア・スラウェシ島）


